
平 成 ２ ８ 年 ８ 月 ２ 日 

児童福祉専門分科会説明資料 

子ども家庭部子育て支援課 

 

               

助産及び母子保護の実施費用徴収額の改定について 

 

１．議題とする理由 

助産の実施及び母子保護の実施に要する費用の徴収については、「八王子市助産及

び母子保護の実施費用徴収規則（昭和 34 年 7 月 8 日規則第 14 号）」により規定して

いるところであるが、この基準額は従来から東京都の規定を準用しているものである。 

東京都は、利用者負担の適正化を図り都民負担の公平性を確保する観点から、利用

者負担額を段階的に国基準まで引き上げることとしており、平成 28 年 7 月 1 日付で

改正を行った。 

基準額の変更は制度利用者の経済的負担に影響が及ぶものであるため、都の改定に

伴い市の規則を改定することについて、ご意見を求めるものである。 

 

２．制度説明 

（１）助産の実施（助産施設への入所） 

出産にあたって、保健上必要であるにもかかわらず、経済的な理由で病院又は助

産院に入院できない妊産婦を対象に、助産施設への入所を進め、費用を助成する制

度。本市にある助産施設は、東京医科大学八王子医療センターと東海大学医学部付

属八王子病院。 

経済的な理由とは、原則妊産婦と同居している世帯が、生活保護受給中か住民税

非課税世帯であることをいう。 

費用負担は生活保護受給の場合無料。市民税非課税世帯は出産一時金の約 1 割。 

（２）母子保護の実施（母子生活支援施設への入所） 

  何らかの事情により子どもの養育が困難である、配偶者のない女性又はこれに準

ずる女性（配偶者から DV を受け避難している女性など）とその子どもが、自立を

目的に一緒に施設入所する制度。 

  費用負担はその女性の所得によるが、生活保護受給中から市民税非課税世帯まで

無料。 

 

３．市・都・国の基準額  

 裏面参照 

 

４．その他 

入院助産については、Ｃ・Ｄ階層にあたる場合で健康保険法等の出産一時金が

404,000 円以上支給になる者は助産の対象にならないため、現実的には改定箇所に

該当する申請者は見込まれない。 

母子生活支援施設の改定箇所についても、所得階層が最高区分（6,674,001 円以

上）であることから、現実的には申請者は見込まれない状況である。 



現行 改定案 現行 改定案 改定前 改定後 改定前 改定後

Ａ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ｂ 0 0 0 0 0 0 0 0 1,100 2,200

Ｃ1

均等割の額のみ（所得割の額のな
い世帯） 2,200 2,200 2,800 4,200 2,200 2,200 2,800 4,200 2,200 4,500

Ｃ2 所得割の額がある世帯 3,300 3,300 5,400 6,600 3,300 3,300 5,400 6,600 3,300 6,600

Ｄ1-1

2,400円以下

2,401円以上

8,400円以下
8,401円以上
15,000円以下
15,001円以上
40,000円以下
40,001円以上
70,000円以下
70,001円以上
183,000円以下
183,001円以上
403,000円以下
403,001円以上
703,000円以下
703,001円以上

1,078,000円以下
1,078,001円以上
1,632,000円以下
1,632,001円以上
2,303,000円以下
2,303,001円以上
3,117,000円以下
3,117,001円以上
4,173,000円以下
4,173,001円以上
5,334,000円以下
5,334,001円以上
6,674,000円以下

Ｄ14
6,674,001円以上

113,500 170,200 113,500 170,200 全額徴収

都が改定した部分

生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護世帯
（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の
自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による支
援給付受給世帯

Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税（４月、５月及び６
月の徴収月額については、前年度分の市町村民税とする。
以下同じ。）の非課税世帯

Ａ階層及びＤ階層を除
き当該年度分の市町村
民税の課税世帯であつ
てその市町村民税の額
の区分が次の区分に該
当する世帯

定義

61,200

51,400

95,600

42,500

4,500

6,700 6,700

9,300

9,000

95,600

4,500

20,600

34,300

42,500

9,300

14,500

母子生活支援施設

都に準じた改定を予定する部分

9,000

階層区分

Ｄ4 14,500

Ｄ5 20,600

Ｄ2 6,700

Ｄ3

Ａ階層及びＢ階層を除
き前年分の所得税（１
月から６月までの徴収
月額については、前前
年分の所得税とす
る。）の課税世帯であ
つてその所得税の額の
区分が次の区分に該当
する世帯

4,500

Ｄ7 34,300

Ｄ6 27,100

Ｄ8 42,500

83,300

Ｄ11 71,900

Ｄ10

Ｄ9 51,400

助産施設

51,400

61,200 61,200

71,900 71,900

83,300 83,300

20,600

27,100

9,000 9,000

27,100

34,300

71,900

14,500

95,600

51,400

14,500

20,600

83,300

95,600

東京都

徴収月額（円）

国

徴収月額（円）

母子生活
支援施設

助産施設

4,500
9,000

6,700

9,300

27,100

34,300

42,500

61,200

徴収月額（円）

母子生活支援施設 助産施設

八王子市助産及び母子保護の実施費用徴収規則

4,500

6,700

9,300

14,500

20,600

27,100

34,300

42,500

51,400

61,200

71,900

83,300

95,600

Ｄ1-2

Ｄ1-3

9,300

Ｄ12

Ｄ13



子ども・子育て支援事業計画（保育）の見直し案

計画

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

885 900 917 935 954

人口 3,727 3,653 3,591 3,535 3,488

利用率 23.7% 24.6% 25.5% 26.4% 27.4%

3,612 3,625 3,638 3,663 3,663

人口 8,293 8,014 7,855 7,719 7,601

利用率 48.6% 50.4% 51.6% 52.8% 53.7%

弾力化 416 416 416 416 416

909 921 930 945 954

3,497 3,610 3,640 3,675 3,693

24 21 13 10 0

▲ 115 ▲ 15 2 12 30

実績 見込（見直し）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

814 964 947 934 922

人口 3,714 3,762 3,700 3,650 3,600

利用率 21.9% 25.6% 25.6% 25.6% 25.6%

3,629 3,696 3,732 3,770 3,783

人口 8,274 8,073 7,999 7,937 7,825

利用率 48.7% 49.5% 50.0% 50.5% 51.0%

弾力化 404 298 268 238 208

915 924 934 943 967

3,498 3,605 3,703 3,773 3,830

101 ▲ 40 ▲ 13 9 45

▲ 131 ▲ 91 ▲ 29 3 47

増減

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

▲ 71 64 30 ▲ 1 ▲ 32

人口 ▲ 13 109 109 115 112

利用率 -1.8% 1.0% 0.1% -0.8% -1.8%

17 71 94 107 120

人口 ▲ 19 59 144 218 224

利用率 0.2% -1.0% -1.6% -2.3% -2.7%

弾力化 ▲ 12 ▲ 118 ▲ 148 ▲ 178 ▲ 208

6 3 4 ▲ 2 13

1 ▲ 5 63 98 137

77 ▲ 61 ▲ 26 ▲ 1 45

▲ 16 ▲ 76 ▲ 31 ▲ 9 17

見直し内容

28年は前年より48人の増となったが、29年以降は下げ幅を小さくしたうえで減少を見込んだ。

0歳児の28実績と29・30見込を反映させた。

28年は前年より3.7ポイント増となったが、今後については現状維持すると見込んだ。

28年は計画より0.9ポイントの減となったため、29年以降の上げ幅を小さく見込んだ。

弾力化 弾力化数が減ってきたので29年以降減少を見込んだ。各園には引き続きの弾力化を依頼する。

利用希望率
0歳児

1・2歳児

1・2歳児

②－①
0歳児

1・2歳児

人口
0歳児

1・2歳児

①量の見込み

0歳児

1・2歳児

②確保方策
0歳児

1・2歳児

②確保方策
0歳児

1・2歳児

②－①
0歳児

1・2歳児

②－①
0歳児

1・2歳児

①量の見込み

0歳児

1・2歳児

①量の見込み

0歳児

1・2歳児

②確保方策
0歳児

1・2歳児



現行 見直し

平成26年
度

平成27年
度

平成28年
度

平成29年
度

平成30年
度

平成31年
度

平成26年
度

平成27年
度

平成28年
度

平成29年
度

平成30年
度

平成31年
度

- 14 14 14 14 14 - 14 14 17 17 17

5 6 9 14 14 14 5 6 9 17 17 17

- ▲ 8 ▲ 5 0 0 0 - ▲ 8 ▲ 5 0 0 0

- 3 3 3 3 3 - 3 3 3 3 3

- 1 3 3 3 3 - 1 3 3 3 3

- ▲ 2 0 0 0 0 - ▲ 2 0 0 0 0

- 11 11 11 11 11 - 11 11 11 11 11

5 5 6 11 11 11 5 5 6 11 11 11

- ▲ 6 ▲ 5 0 0 0 - ▲ 6 ▲ 5 0 0 0

- - - 3 3 3

- - - 3 3 3

- - - 0 0 0

量の見込み 算出方法 市役所・子育てひろば・保健福祉センターの具体的な拠点数にて算出。

量の見込み 算出方法 市役所や子育てひろばの具体的な拠点数にて算出。 母
子
型

①量の見込み

② 確 保 方 策

② - ①

基
本
型

①量の見込み 基
本
型

①量の見込み

② 確 保 方 策 ② 確 保 方 策

② - ① ② - ①

特
定
型

①量の見込み 特
定
型

①量の見込み

② 確 保 方 策 ② 確 保 方 策

② - ① ② - ①

①量の見込み ①量の見込み

② 確 保 方 策 ② 確 保 方 策

② - ① ② - ①

対象／単位 0～5歳 ／ 実施か所数（か所） 対象／単位 0～5歳 ／ 実施か所数（か所）

１.　利用者支援事業 １.　利用者支援事業

事 業 内 容

子育て家庭がニーズに合わせて、多様な教育・保育や地域子ども・子育て支
援事業などから必要な支援を選択し利用できるように、情報の提供や相談・
支援を行います。
【特定型】市役所などの窓口で、個々の状況にあった保育施設などの情報を
提供します。
【基本型】子育てひろばなど親子の身近な場所で、子育てに関わる幅広い情
報提供を行います。

事 業 内 容

子育て家庭がニーズに合わせて、多様な教育・保育や地域子ども・子育て支
援事業などから必要な支援を選択し利用できるように、情報の提供や相談・
支援を行います。
【特定型】市役所などの窓口で、個々の状況にあった保育施設などの情報を
提供します。
【基本型】子育てひろばなど親子の身近な場所で、子育てに関わる幅広い情
報提供を行います。
【母子保健型】保健センターなど母子保健に関する施設で、保健師等が相談
支援・情報提供を行います。



子ども・子育て支援事業計画（地域子ども・子育て支援事業）

現行 見直し

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

7,457 7,431 7,435 7,439 7,433 7,457 7,431 7,435 7,439 7,433

低学年 6,542 6,516 6,520 6,523 6,521 低学年 6,542 6,516 6,520 6,523 6,521

高学年 915 915 915 916 912 高学年 915 915 915 916 912

8,281 9,033 9,835 10,575 11,124 8,281 9,033 9,851 10,621 11,200

102 112 125 138 146 102 112 125 138 146

▲1,128 ▲702 ▲348 ▲147 0 ▲1,128 ▲702 ▲ 355 ▲ 147 0

確 保 方 策 6,238 6,358 6,478 6,598 6,718 確 保 方 策 6,238 6,358 6,494 6,644 6,794

施 設 数 79 82 85 88 91 施 設 数 79 82 85 88 91

ク ラ ブ 数 ク ラ ブ 数 116 117 121 126 131

確 保 方 策 1,102 1,734 2,416 3,036 3,465 確 保 方 策 1,102 1,734 2,416 3,036 3,465

施 設 数 ※ 13 20 30 40 45 施 設 数 ※ 13 20 30 40 45

確 保 方 策 941 941 941 941 941 確 保 方 策 941 941 941 941 941

施 設 数 10 10 10 10 10 施 設 数 10 10 10 10 10

見直し内容

確保方策

施設数

②確保方策の内訳

学童
保育所

今後の施設整備計画に応じて確保方策を増。

28年度6か所の施設整備以降、毎年3か所の学童を整備予定。

※　放課後子ども教室の施設数は、週に5日間事業実施をしている小学校数。 ※　放課後子ども教室の施設数は、週に5日間事業実施をしている小学校数。

今 後 の 確 保 の 考 え 方

・学童保育所の待機児童解消に向けて、計画的に施設整備を行い、受け入れ
を充実していくとともに、放課後子ども教室との一体的な事業連携を推進し、放
課後の子どもたちの居場所づくりを進めていきます。
・放課後子ども教室については、週5日実施する学校を順次増やしていきま
す。
・高学年については、施設に余裕のある学童保育所と放課後子ども教室で受
け入れていきます。

今 後 の 確 保 の 考 え 方

・学童保育所の待機児童解消に向けて、計画的に施設整備を行い、受け入
れを充実していくとともに、放課後子ども教室との一体的な事業連携を推進
し、放課後の子どもたちの居場所づくりを進めていきます。
・放課後子ども教室については、週5日実施する学校を順次増やしていきま
す。
・高学年については、施設に余裕のある学童保育所と放課後子ども教室で受
け入れていきます。

②
の
内
訳

学童
保育所

②
の
内
訳

学童
保育所

放課後
子ども教室

放課後
子ども教室

児童館 児童館

≠②－①　※１ ≠②－①　※１

計画

① 量 の 見 込 み

計画

① 量 の 見 込 み

② 確 保 方 策 ② 確 保 方 策

施 設 数 施 設 数

3.　放課後児童健全育成事業 3.　放課後児童健全育成事業



平成28年度八王子市学童保育所整備計画　Ｈ28.7.1現在　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

資料　1

定員数（在籍数） 待機児童数 今年度整備による増員数 変更定員数 開始予定日

千人町学童保育所 87（87） 10 60 147 29.4.1

高倉小学童保育所 69（69） 18 31 100 29.4.1

東浅川小学童保育所 69（69） 1 31 100 29.4.1

散田小学童保育所 102（102） 29 70 172 29.4.1

由木東小学童保育所 86（86） 34 34 120 7/15増設開始 27.7.25時点待機児童0人

長沼学童保育所 76（76） 10 24 100 28.9.1

合計 489（489） 102 250 739



「学童保育所待機児童の居場所対策」事業対象校（13校） 平成28年8月1日（月）現在
　（Ｈ28年４月1日時点で10名以上の待機児童が生じた13学童保育所）

合計 202

週1

水
由木東小 25 学童増設済 　 　

週2＋土（年/8回）

水・金

七国小 11 第二音楽室 　 　
週1

水＋土（年7回）

長沼小 11 学童増設予定

週3＋土（年7回）

月・水・金

散田小 31 放課後子ども
Ｈ28年7月～

月～金（三季含む）

宇津木台小 19

週4

火・水・木・金

高倉小 16 2Ｆ家庭科室 実施済
週1

水。土は（年/8回）

大和田小 10 学童隣り和室 実施済

週4

月・火・水・木

第十小 14
1Ｆ家庭科室/
3年4組（2Ｆ） 実施済

週4

月・水・木・金

第七小 15
1Ｆ生活科室
/第二音楽室 実施済

週2

月・水（保護者会日）

第五小 10 　 放課後子ども 　 　
週5（雨天なし）

月～金

第四小 10 3Ｆ算数少人数部屋 実施済

（年/8回）

土のみ

第三小 19 放課後子ども
週3＋土（第1・3）

水・木・金

第一小 11 南棟2Ｆ　視聴覚室 実施済

4/1待機
児童数 提供場所（教室） 実施状況 説　　　明 4/1時点放課後子ども教室

５/３１（火）～待機児童居場所提供事業開始。 

  ７/４（月）～待機児童居場所提供事業開始。 

7/21（木）～ 待機児童居場所提供事業開始。 

  7/21（木）～ 待機児童居場所提供事業開始。 

 現在、学童保育所増設中。9/1～増員予定。 

7/21（木）～ 週5日（雨天決行）と夏休み等休業期間も放課後子ども教室を実施。 

  7/21（木）～ 週5日と夏休み等休業期間も放課後子ども教室を実施。 

  調    整    中 

7/1（金）～週5日と夏休み等放課後子ども教室を実施。 

  7/15（金）～ 学童保育所定員増設済。待機児童0人。 

  8/1（月）～待機児童居場所提供事業開始。 

  ７/４（月）～待機児童居場所提供事業開始。 

  調    整    中 


